小規模小学校における学力・体力向上を目的とした生活習慣支援対策プロジェクト by MOTOYAMA, Mitsugi et al.
─ 112 ─
割合の差











共同研究者：嶋坂美和（和歌山大学教育学部） 澤 憲一 保田智子（岬町教育委員会） 松本勝治 長















表 1、2 は『平成 29 年度 全国運動能力・運動習慣等調査報告書』の結果をもとに、平成 30 年度の深
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図 1、2 は深日小の 5 年（男女）の新体力測定における 4 年間の経年変化である。平成 27 年度では、
男子は A・B 判定はなく、女子も A 判定はいなかった。しかし、4 年間で男女とも D・E 判定が無くな
るという結果となった。新体力測定の D・E 判定が C 判定に移行したというよりは、全体的に A・B 判
定が増加していることが注目できる。この要因として、それまで 5 年生のみが実施していた新体力測定




図 深日小 年男子の経年変化 図 深日小 年女子の経年変化
．小規模校の特性を活かした体力づくりの地域への発信
新体力測定で得られた結果をもとに体育の授業改善と並行して、健康教育・食育へも積極的に取り組
んだ結果、大阪府教育庁保健体育課からの視察や『平成 30 年度 全国・運動能力・運動習慣等調査報告
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写真 ．生活習慣アンケート 写真 ．大学院生の体育の授業補助 
 
 
 
 
 
 
 
写真 ．大学院生の体育の授業補助
４．今後の取り組み
平成 年度は和歌山大学と岬町教育委員会の連携事業で子どもの体力評価および体力向上支援を行っ
た。その結果、連携強化による子どもの体力改善と教員の体力テストの関心や指導法の理解がこれまで
以上に高まった。今後、体育授業・健康教育・食育など、連携した取り組みを、計画的・系統的に実施
していく必要がある。また栄養教諭や養護教諭を活かした授業展開や「楽しい」体育の授業づくりなど、
大学と継続した連携を今後も強化していきたい。
 
